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オランダ 2．9 0．78 0．9 1．88 2．12 0．98
ポルトガル 3．5 1．98 8．26 10．88 1．52 2．62












































全体 0．93 全体 1．01
ドイツ 一 ドイツ 一
ベルギー 0．77 英国 0．72
ポルトガル 0．83 ベルギー 0．81
フランス 1．33 ポルトガル 0．83
オーストリア 1．40 フランス 1．35
オランダ 1．44 デンマーク 1．43
イタリア 1．54 オーストリア 1．45
スペイン 1．55 オランダ 1．46
アイルランド 2．32 イタリア 1．48
































デンマーク 4．12 1．98 2．14
英国 3．09 1．8 1．29
ギリシャ 5．3 一〇．9 6．2
スウェーデン 6．55 1．27 5．28
トルコ 3．33 2．75 0．58
ポーランド 10．25 3．91 6．34
ハンガリー 11．05 0．81 10．24
チェコ 6．45 1．57 4．88
エストニア 7．7 1．88 5．82
スロベニア 7．28 1．8 5．48
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　表4では，東ならびに東南ヨーロッパの多くの国がEUのメンバーになった
ケースも仮定している。本論では，ポーランド，ハンガリー，チェコ，エスト
ニア，スロベニア，トルコを対象国として加えた。ただし，キプロス，ブルガ
リア，ルーマニア，リトアニア，マルタ，スロバキアについては，データの関
係で省略した。
　これらの国に共通した動きは出なかった。トルコは西欧諸国のように相違が
小さかったが，ハンガリーは10％を越えていた。最後に表5は，最低インフレ率
である。導出の方法は，先に述べた通りである。
　EUの拡大により，最低インフレ率は，ユ．08％から1．16％に上昇する。拡大EU
の範囲が大きくなるにつれ，一つの国のウェートは小さくなる。もし移行国が
EUの平均値よりも大きく成長しない限り，ユーロ圏のインフレ率に大きく影響
を与えることはないであろう4。
5．結語
　本論では，ブンデスバンクのインフレーションターゲットを，ECBが採るべ
きではないことを示した。本論から導いた理由の一つは，欧州の国ごとに生産
性の相違が存在することである。デフレーションを招かずに変化を受容するに
は，ドイツは緩和的な政策を採るべきである。本論の分析より，ドイツが適当
であると考えるインフレ率よりも，1％程度高いインフレ率をECBは認めるべ
きである。ブンデスバンクは，インフレ率の目標値を1．5％にしてきたと言われ
ているが，もしこの目標値をEUに適用すれば，ユーロ圏のインフレ率は約
2．5％になる。
　これは，スペイン，アイルランド，そしてフィンランドのケースを考える際
にも重要である。もしこれらの国のインフレ率がブンデスバンクの目標値より
もはるかに高いならば，今後，反発を招く可能性がある。
　もしEUが拡大すれば，状況は大きく変化する。最低インフレ率はさらに大き
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表5　各国がデフレーションを起こさない最低インフレ率②拡大EUのケース
EU21
全体 1．12
ドイツ 一
トルコ 0．！0
英国 0．71
ベルギー 0．8エ
ポルトガル 0．83
フランス 1．35
デンマーク 1．40
オーストリア 1．44
オランダ 1．45
イタリア 1．52
スペイン 1．55
アイルランド 2．36
ブインランド 2．78
チェコ 2．90
スロベニア 3．32
スウェーデン 3．77
エストニア 4．15
ポーランド 4．18
ギリシャ 4．43
ハンガリー 6．92
く上昇する。しかし，スウェーデン，ポーランド，ハンガリーなどのそれは，
著しく上昇することはなかった。
　本論のモデルは，扱うテーマとしては，非常に単純なものである。ただし，
バラッサ＝サミュエルソンモデルの妥当性については，論議の対象にしなかっ
た。ただし，もし欧州全体での政策が，ドイツの存在により引き締め的なもの
であれば，Solow（2000）が示したように，相対価格の変化が求められることに
なる。
　最後に，ECBが2％というインフレーションの目標値を変化させなければ，
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ドイツは1％にしなければならない。しかしドイツの名目賃金の下方硬直性
は，Akerlof，　Dickens　and　Perry（1996）などが指摘しているように存在する5。
そしてそれはデフレーションを昂進させる可能性を意味している。
脚注
1　．　Phelps（1973）　，　Summers　（1991）　，　Akerlof，　Dickens　and　Perry　（1996）　，　Fehr　and　Falk（1999）
　はどちらかと言うと理論的な観点から，Kahnemann，　Knetsch　and　Thaler（1986），Agell　and
Lundborg（1995），　Bewley（1995）（1999），　Boskin　et　aL（1996），　Shapiro　and　Wilcox（1996），
Greenspan（1998）は実証的な観点から理論を展開している。
2．欧州中央銀行でもバラッサ＝サミュエルソン効果を考慮に入れているようである。Euro－
pean　Central　Bank（1999）を参照。
3．この結果は，CanzonerL　Cumby　and　Diba（1999）とほぼ一致している。
4．拡大EUを巡る問題については，栗原（2000）（2001）も参照。
5．欧州各国における賃金の下方硬直性は，他地域と比較しても顕著である。
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